
動物愛護施策の更なる充実を求める意見書 

 

２０２１年に警察が摘発した動物虐待の件数は１７０件、逮捕・書類送検し

た人数は１９９人で、いずれも統計を取り始めた２０１０年以降、最多となっ

ている。検挙された内容で最も多かったのは、飼っていたペットを捨てるなど

の「遺棄」が８１件、餌を与えない劣悪な環境で飼育する「虐待」が４８件、

動物に危害を加える「殺傷」が４１件であった。 

こうした中、２０２０年に改正動物愛護法が施行され、動物虐待の厳罰化や

犬猫へのマイクロチップ装着の義務化など、動物取扱業の適正化や動物の不適

切な取扱いへの強化が図られている。 

一方で、犬猫の多頭飼育崩壊が社会問題になるなど、不適切に犬猫を飼養す

る業者は後を絶たず、現在でも年間２万匹以上の犬猫が殺処分されている。ペ

ットは家族という考えの下、人と動物がともに暮らす社会を創出し、犬猫の殺

処分ゼロを達成するためには、更なる動物愛護施策の充実が重要である。 

よって、本区議会は、国会及び政府に対し、下記の事項について特段の措置

を講じるよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 動物の不適切な飼育をなくし、動物取扱業の更なる適正化のため、不適正

飼養業者に対する立入検査等の監視・指導体制について、地方自治体と一層

の連携強化を図ること。 

２ 動物愛護団体やペット業界などの関係者が譲渡促進に関わることができる

枠組み作り等、保護された犬猫の譲り受けが広く行われる社会を構築し、犬

猫の命を守る取組を着実に推進すること。 

以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出する。 
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